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本刊行物は，農林水産政策研究所における研究成果について，主として行政での

活用に資するため取りまとめた資料であり，学術的な審査を経たものではありませ

ん。研究内容の今後一層の充実を図るため，読者各位から幅広くコメントをいただ

くことができれば幸いです。 



 

まえがき 

 

このカントリーレポートは，当研究所の研究者が世界の主要各国について農業・農政の分析

を行った成果を広く一般に提供するものである。 

当研究所においては，平成19（2007）年度から，単年度の「行政対応特別研究」の枠組みの

下で毎年カントリーレポートを作成・公表してきたが，平成25（2013）年度からは，研究の枠

組みが3年度にわたる「プロジェクト研究」に移行した。プロジェクト研究は，平成25（2013）

年度から平成27（2015）年度までを一期目，平成28（2016）年度から平成30（2018）年度まで

を二期目，平成31（2019）年度から令和3（2021）年度までを三期目とし，令和4（2022）年度

から四期目を実施している。 

 これまで当研究所では，農業政策立案の観点から重要となる国・地域を対象とした農業情勢

と関連政策の分析と国際食料需給の分析を実施してきた。四期目の「主要国における農業政策

の改革の進展とそれを踏まえた中長期的な世界食料需給に関する研究」においても，これまで

に蓄積された知見を活用しながら，世界の主要国・地域の農業情勢及び関連政策の調査研究を

行っている。そして，国・地域別の知見と定量的な食料需給予測の連携を深め，より的確な需

給見通しの策定に努めている。さらに，多くの国々が共通した課題に直面するようになってい

る現状を踏まえ，各国・地域単独での分析に加えて，関連した複数国を横断する課題を設定し，

各国の政策や関連状況を比較・分析している。 

本レポートは，農林水産政策研究所における研究成果について，主として行政での活用に資

するため取りまとめた資料であり，学術的な審査を経たものではない。農林水産政策研究所で

は今後も海外農業情報の収集・分析を充実させる方針であり，広範の読者の方より，御指導・

御指摘を賜れば幸いである。 
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第１章 アルゼンチン 

―アルゼンチンを含む世界・南米地域の水産業（漁業・養殖業）の動向― 

 

田澤 裕之  

 

１．はじめに 

 

アルゼンチン共和国（以下，アルゼンチン）は，南米大陸の最南端の大西洋岸に位置し，

面積 278 万 km²と日本の約８倍，人口 4,700 万人余りを有し，パンパと呼ばれる大平原を

中心とした豊かな国土で農畜産業を展開する世界有数の農畜産物の生産国のひとつである。

気候は亜熱帯，温帯，乾燥帯，寒帯の４つに大きく分かれ，その多様性に富む自然条件の

下，多彩な農畜産物が生産されている。 

農産物の輸出面では，穀物（小麦，トウモロコシ，コウリャン等），油糧種子（大豆，ヒ

マワリ）や牛肉等農畜産物・加工品の輸出大国でもあり，近年では，農畜産品が同国の年

間総輸出額の３分の２を占めることが多い。アルゼンチンは，米国，ブラジル，カナダ，

オーストラリア等と並び世界の農産物市場の一角を占める主要プレーヤーであり，我が国

にもトウモロコシやコウリャンを輸出している。 

またアルゼンチンには，約 6,500km の海岸線と 40,000 km²の内陸水域があり，水産業も

盛んである。我が国にとってアルゼンチンは，主要な輸入相手国のひとつであり，エビ及

びイカの輸入額はともに第４位である（第１図）。 

本章では水産業（漁業・養殖業）の動向に焦点を当て，初めに世界の漁業・養殖業の概

観を示したうえで，南米地域の立ち位置を分析する。南米地域は世界の漁業漁獲量トップ

30 のうち６か国，養殖業収穫量トップ 30 のうち５か国を占めており，ペルーを筆頭に水

産業が盛んな地域である。 

    

第１図 我が国の主な輸入水産物の輸入相手国・地域（エビ・イカ） 

資料：水産庁「令和４年度以降の我が国水産の動向」から筆者作成。 

※エビについては，このほかエビ調製品（867 億円）が輸入されている。 
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アルゼンチンの漁業・養殖業については，生産量・額，輸出額，輸出相手国，魚種，漁

港などの詳細を述べるとともに，ティエラ・デル・フエゴ州を事例として養殖業の現状と

課題についても考察する。 

 

２．世界と南米地域の漁業・養殖業の動向 

 

（１）世界の漁業・養殖業の動向 

2022 年の世界の漁業・養殖業生産量は 2 億 2,322 万トンとなり，年々増加している。う

ち漁業の漁獲量は 1980 年代後半以降横ばい傾向が続いている一方，養殖業の収穫量は増

加傾向にある（第２図）。 

2013 年に養殖業の収穫量（9,496 万トン）が漁業の漁獲量（9,101 万トン）を上回って以

降，その傾向は続いており，2022 年の養殖業の収穫量は 13,093 万トン，漁業の漁獲量は

9,229 万トン，合計 2 億 2,322 万トンとなっている。さらに海面漁業・養殖業（15,272 万ト

ン）と内水面漁業・養殖業（7,050 万トン）はおおよそ 2:1 の割合となっている。 

 

 

第２図 世界の漁業・養殖業生産量の推移（1950～2022 年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

漁業・養殖業生産量を主要漁業国・地域別に見ると，先進国・地域では過去 20 年間，横

ばいまたは減少傾向が続いているのに対し，中国，インドネシア，インド，ベトナムなど

アジアの新興・途上国では生産量が増加している（第３図）。例えば，2022 年の漁獲量の

上位 10 か国・地域のうち６か国，養殖業収穫量の上位 10 か国・地域のうち８か国を新興・

途上国が占めている（第１表）。 
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世界の漁業の魚種別漁獲量の推移を第４図に示す。多穫性浮魚の代表であるニシン・イ

ワシ類は，増減を繰り返しながら長期的には減少傾向にある。一方，タラ類は 1980 年代後

半以降減少傾向が続いていたが，2000 年代後半に増加へと転じた。マグロ・カツオ・カジ

キ類及びエビ類は，長期的に増加傾向を示している。 

世界の養殖業における魚種別漁獲量の推移を第５図に示す。コイ・フナ類は全体の 25%，

紅藻類（アマノリ等）は 15%，褐藻類（コンブ等）14%，エビ類 6%，サケ・マス類 3%を

占め，いずれも増加傾向にある。 

 

 

第３図 世界の漁業・養殖業生産量の国・地域別推移（1950～2022年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 
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第１表 世界の漁業及び養殖業生産量の国・地域別集計表（2022 年） 

 
資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 
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第４図 世界の魚種別漁業漁獲量 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

 

第５図 世界の養殖業収穫量の推移 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 



第１章 アルゼンチン―アルゼンチンを含む世界・南米地域の水産業（漁業・養殖業）の動向―（田澤） 

6 

（２）南米地域の漁業・養殖業の動向 

 

１）南米地域 

2022 年の南米地域における漁業・養殖業の生産量は 1,467 万トンでその内訳は，漁業漁

獲量 1,084 万トン，養殖業収穫量 383 万トンとなっており，漁業漁獲量は養殖業収穫量の

約 3 倍に相当する。漁業漁獲量 1,084 万トンの内訳は，海面漁業漁獲量 1,049 万トン，内水

面漁業漁獲量 35 万トンであり，海面漁業が総漁獲量の 97%を占めている。また，養殖業収

穫量 383 万トンの内訳は，海面養殖業収穫量 288 万トン，内水面養殖業収穫量 95 万トン

であり，海面養殖業の収穫量は内水面養殖業の約３倍となっている（第６図）。 

 

 

第６図 南米地域の漁業・養殖業生産量の推移（1950～2022年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

南米地域の水産生産量（漁業漁獲量＋養殖収穫量）は，長期的に大きな変動を繰り返す

傾向がある。この特徴を詳細に分析するため，南米地域の主要水産国（アルゼンチン，ブ

ラジル，チリ，エクアドル，ペルー）と参考として日本の水産生産量（2013～2022 年平均）

を第７図に示す。さらに, 主要水産国ごとの漁業・養殖業生産量の推移を第８図から第 14

図に示す。 

水産生産量の傾向を見ると，ペルーやアルゼンチンは漁業漁獲量が主体であり，一方で

ブラジル，チリ，エクアドルは養殖業生産量の割合が高い（第７図左）。また，海面生産と

内水面生産を比較すると，ブラジルで内水面漁業・養殖業が総生産量の半分以上を占めて

いるのに対し，他の国々では海面生産が大部分を占めている（第７図右）。 
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第７図 漁業・養殖業別生産量（左）及び海面・内水面別生産量（右） 

（南米地域主要国・日本＜参考＞） 2013～2022 年平均 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

２）ペルー 

ペルーは，南米地域の生産量全体の 37%を占める漁業大国である（2022 年の漁業生産

量世界第４位）。2022 年の漁業・養殖業生産量は 551 万トンで内訳は，漁業漁獲量 537 万

トン，養殖業収穫量 14 万トンであり，漁業漁獲量が 97%を占めている（第８図）。 

ペルーの漁獲高の大部分を占めるのはペルーカタクチイワシであり，そのほとんどが魚

粉に加工され家畜飼料や有機肥料として活用されている。気候変動を背景としたエルニー

ニョ・ラニーニャ現象が，ペルーカタクチイワシ等の資源量に大きな影響を及ぼしている

ことは，グラフの鋸歯状の変動からも読み取ることができる。 

矢印が示す時期（1972～1973 年）は，ペルー沖（太平洋赤道域の日付変更線付近から南

米沿岸にかける海域）で強力なエルニーニョ現象が発生した時期（発生海面水温基準値と

の差の５か月移動平均値が６か月以上続けて２℃以上となった期間）を示している。この

ような気候の変動は，イワシのような多穫性浮魚類の漁獲量に大きな影響を与える。 

この 1972 年から 1973 年に発生したエルニーニョ現象では，豊漁と不漁の落差が非常に

大きかった。それが要因となり，米国のニクソン大統領（当時）は大豆輸出禁止政策「ニ

クソン・大豆禁輸ショック」を実施した。ペルーカタクチイワシの不漁により，家畜飼料

の需要が大豆粕に集中し，同年夏には大豆価格が前年の３倍以上に急騰した。食用大豆も

不足し，日本では豆腐等の大豆食品の価格が急騰した。同時期（1973 年）には第１次石油

ショックも発生し，これを契機に我が国は食料輸入相手国の多様化を進めた。国際協力事

業団（現在の国際協力機構(JICA)）はブラジルで「日伯セラード農業開発協力事業」（1979

～2001 年）を展開，安定した大豆供給が確立し，これが今日のブラジルの大豆生産大国と

しての礎となった。 

エルニーニョ／ラニーニャ現象発生時期と海面漁業生産量（漁業・養殖業）の推移につ

いて，2000 年代に焦点をあてたものを第９図に示す。傾向として次の点がみられる。 

 

・エルニーニョ現象発生のタイミングで，特にペルーの海面漁獲量が減少する傾向みられ

る。 
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・南米地域全体（13 の国・地域）の漁業・養殖業生産量の増減は，本地域で最大の漁獲量 

を有するペルーの増減とほぼ同期している。 

 

第８図 ペルーの漁業・養殖業別生産量の推移（1950～2022年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

 

第９図 エルニーニョ／ラニーニャ現象と海面漁業生産量（南米地域・チリ・ペルー 

(2001～2022 年)） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」，気象庁「エルニーニョ/ラニーニャ現象に関するデータ」から筆者 

作成。 

 

・エルニーニョ／ラニーニャ現象による漁獲量の増減は，より影響を受けやすい海域で漁 
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業を展開するペルーの方が，チリより大きいと推測される。 

エルニーニョ現象が発生する仕組みは次のとおり。 

・ペルー沖の海上では東から西に吹く貿易風により，海面の温かい海水が西に流され，そ 

の結果，冷たい海水を伴って湧き上がる湧昇流が発生，エサとなるプランクトンが海面 

近くに豊富に供 

給される。 

・しかし，貿易風が吹かない状態が１年ほど続くと，ペルー沖の海面温度が高いまま継続 

（エルニーニョ現象），これにより湧昇流が発生しにくくなり，プランクトンの供給量が 

減少し，ペルーカタクチイワシ等の漁獲量が減少する。 

 

このように，エルニーニョ現象はペルー沖を含む太平洋赤道域の日付変更線付近から南

米沿岸にかけて海面水温が平年より高い状態が１年間程度続く現象である。逆に同海域で

海面水温が平年より低い状態が１年程度続く現象をラニーニャ現象という。ただし，漁獲

量増減の要因には，エルニーニョ／ラニーニャ現象等の異常気象だけでなく，過剰漁獲に

よる資源の減少も大きな要因として影響を及ぼしている。 

 

３）チリ 

チリの 2022 年における漁業・養殖業生産量は合計 421 万トンで，その内訳は漁業漁獲

量が 269 万トン，養殖業収穫量が 152 万トンであった。養殖業収穫量のうち 99.8%は海面

養殖が占めている（第 10 図）（2022 年の養殖収穫量世界第 10 位）。チリの漁業生産量は南

米ではペルーに次ぐ第２位であり，養殖業生産量は南米第１位である。主な漁獲対象魚種

は，アジやカタクチイワシであり，それらの魚種は主に魚粉に加工される。1997 年から 1998

年にかけて発生したエルニーニョ現象の影響で漁獲量は急速に減少し，その後も減少傾向

が続いていたが，2010 年代後半から回復の兆しを見せている。 

一方，養殖業では，タイセイヨウサケ（アトランテックサーモン）・トラウトサーモン（ス

チールヘッド），ギンザケ（シルバーサーモン）を主な対象魚種としており，2007 年のウ

イルス流行による被害を除けば年々収穫量は増大している。それらの輸出相手国として，

アトランテックサーモンは主に北米・欧州地域へ，トラウトサーモン及びギンザケは主に

日本へ輸出されている。 

サケ・マス類は本来，北半球の冷涼な淡水域や海域に生息する魚種であるが，1990 年以降，

南半球のチリに移植され，以降，養殖生産が急速に拡大した。こうした養殖生産の発展に

は，1970 年代から始まった JICA をはじめとする日本の政府関係機関や大学による協力・

援助が大きく寄与している。 

さらに 1990 年代以降，日本の水産会社（マルハニチロ（株），（株）ニッスイ）や商社（三 

菱商事（株），三井物産（株））等の民間企業が事業を展開し，同国におけるサケ・マス養 
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第 10 図 チリの漁業・養殖業別生産量の推移（1950～2022 年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

殖の振興が着実に進められてきた。 

今後は，気候変動を背景とした赤潮への対策，養殖事業による水質汚濁の防止，養殖魚

の疾病対策，そして効率的な飼料の開発・普及といった課題に対し，継続的な取組が求め

られる。 

 

４）エクアドル 

エクアドルの 2022 年における漁業・養殖業の総生産量は 180 万トンで，その内訳は漁業

漁獲量が 68 万トン，養殖業収穫量が 112 万トンであった。養殖業収穫量の大部分は海面養 

 

 

第 11 図 エクアドルの漁業・養殖業別生産量の推移（1950～2022 年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 
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殖によるものであり，同年の養殖業収穫量は世界第 13 位，南米では第２位に位置してい

る。2019 年には，養殖業の収穫量（70 万トン）が漁業の漁獲量（61 万トン）を初めて上

回り，それ以降は養殖業が優位となる傾向が継続しており，2022 年には 111 万トンへと急

増した（第 11 図）。 

 

５）ブラジル 

2022 年におけるブラジルの漁業・養殖業の総生産量は 150 万トンで，その内訳は漁業漁

獲量 76 万トン，養殖業収穫量 74 万トンと，漁業と養殖業の生産量がほぼ均衡しており，

南米諸国の中で最もバランスの取れた構成となっている（第 12 図）。 

ブラジルの海岸線は 7,400km 以上に及ぶものの，アマゾン川河口を除いて地形は単調で，

大きな大陸棚も存在しないため，海面における水産資源は豊富とはいえない。そうした地

理的特性から，海面漁業・養殖業の生産量 66 万トンであるのに対し，内水面漁業・養殖業

の生産量は 84 万トンで南米第３位となっている。この点はブラジルが，世界最大のアマゾ

ン川流域面積を有することに起因している。なお，養殖業の生産量の約半分をティラピア

が占めて，次いでコイ，ナマズが多い。 

 

 

第 12 図 ブラジルの漁業・養殖業別生産量の推移（1950～2022年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

３．アルゼンチンの漁業・養殖業の動向 

 

（１）アルゼンチンの漁業・養殖業生産の動向 

アルゼンチンは広大な国土を有し，多様な水域に恵まれている。海岸線は約 4,700km，

内陸水域は 40,000km2 に及ぶ（第 13 図）。パンパ地域に属するブエノスアイレス州を除く

他の海岸は，パタゴニア地域のリオネグロ州，チュブ州，サンタクルス州，ティエラ・デ
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ル・フエゴ州の４州に位置している。同国の漁業・養殖業は，これら５州にわたる海岸沿

いの大陸棚海域や，長さ 4,000km を超える水路を有するラプラタ川流域，さらにパタゴニ

ア内陸部アンデス山脈山麓に広がる内陸水域を中心に展開されている。 

2023 年において，漁業が国民総生産（GDP）に占める割合は 0.3%であり，実質 GDP 成

長率は対前年比マイナス 6.4%と，前年 2022 年のマイナス 6.1%に続き，減少傾向が続いて

いる。 

2022 年におけるアルゼンチンの漁業・養殖業の生産量は 854 千トンであり，そのうち漁

業漁獲量が 848 千トン(99.3%)，養殖業収穫量が 6 千トン（0.7%）とほぼ漁業生産量が全

体を占めている（第 14 図）。養殖業収穫量の割合は全体の 1%未満にとどまり，南米地域の

過去 10 年間（2013～2022 年）の平均養殖業収穫量（21.5%）と比較しても著しく低い水準

である。また，全体生産量の 97.8%が海面漁業・養殖業によるもので，内水面漁業・養殖

業による生産量は 2.2%に過ぎず，これも南米全体平均内水面生産量（2013～2022 年）の

8.6%を大きく下回っている（第７図）。 

   

第 13 図 アルゼンチンの地図と主な水産業指標 

資料：Ministerio de Economía de Argentina: Informes de Cadenas de Valor  Pesca y acuicultura (2024) ，Ministerio  

de Economía de Argentina: Exportaciones Importacíones Pesqueras(2023)から筆者作成。 

 

水産資源の年較差に関しては，アルゼンチンと生産量が同規模で太平洋側の主要水産国

であるエクアドルと比較すると，特に 2010 年代後半以降，大西洋側に位置するアルゼンチ

ンやブラジルでは，エルニーニョ／ラニーニャ現象による大きな影響はみられない（第 15

図）。 

なお，アルゼンチンは国際捕鯨委員会（IWC）の加盟国であり，反捕鯨の立場で投票行

動を取っている。南米地域における IWC 加盟国のうち，スリナムを除く 7 か国が反捕鯨国

である。 
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第 14 図 アルゼンチンの漁業・養殖業別生産量の推移（1950～2022年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

 

第 15 図 エルニーニョ／ラニーニャ現象と海面漁業生産量（アルゼンチン・ブラ 

ジル・エクアドル(2001～2022 年)） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」，気象庁「エルニーニョ/ラニーニャ現象に関するデータ」から 

筆者作成。 

 

１）アルゼンチンの海面漁業・養殖業 

海面漁業は，排他的経済水域（EEZ：自国の基線から 200 海里（370.4km））内（第 16 図）
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において行われ，沿岸漁業と沖合漁業に区分される。一方，海面養殖業は，ホタテやムー

ル貝を対象とした生産が始まったばかりであり，2022 年の生産量は 34 トンと少ないもの

の，今後の成長が期待される分野である。 

 

 

第 16 図 海洋の区分 

資料：内閣官房総合海洋政策本部事務局「海の未来 - 海洋基本計画に基づく政府の取組（2015）」から引用。 

 

EEZ 内の水産資源は，いかなる場合もアルゼンチン連邦政府の主権及び管轄下に置かれ

ている。ただし，各州が独自の漁業規則を定めることも可能である。EEZ 内での漁業は，

アルゼンチン国内で設立された法人に限られており，水揚げは国内の漁港で行う必要があ

る。操業漁船には漁獲許可及び漁獲枠が設定される。 

主な漁港には，マル・デル・プラタ港，プエルト・マドリン港，プエルト・デセアド港，

ウシュアイア港などがある。これら漁港沖合の EEZ 内には，水深が浅い大陸棚が展開して

いる。各漁港の漁獲量を第２表，位置図を第 17 図に示す。 

 

第２表 アルゼンチンの主要漁港の漁獲量（2013～2024 年）: 

 

資料：Ministerio de Economía de Argentina: Informes de Cadenas de Valor Pesca y acuicultura (Mayo, 2024)から筆 

者作成。 

 

 

file:///C:/Users/hichi/OneDrive/デスクトップ/修正/「海の未来
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第 17 図 アルゼンチン沿岸にある主要漁港と大陸棚 

資料：JICA「アルゼンティン共和国水産資源評価管理計画終了時評価報告書」より筆者加筆。  

 

 

次に，主なアルゼンチン産魚種の海面漁獲量の推移を第 18 図及び第３表に示す。主な魚

種は，魚類ではアルゼンチンメルルーサ，甲殻類ではアルゼンチンアカエビ，軟体動物で

はアルゼンチンマツイカであり，これら３種で全体の漁獲量の 84%を占めている。 
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第 18 図 アルゼンチンの主要魚種生産量の推移（1989～2023年） 

資料：Ministerio de Agricultura, Ganadería y Pesca de Argentina: Estadísticas de la pesca marina en la Argentina –  

Evolución de los Desembarques から筆者作成。 

 

第３表 アルゼンチンの魚種生産量の推移（2013～2024 年） 

 

資料：INDEC (Instituto Nacional de Investigación y Desarrolo Pesquero) から筆者作成。 

 

アルゼンチン産の魚介類は，漁場が遠隔地に位置するため，我が国のような消費地では

活魚や鮮魚としての利用はほとんど見られない。例えば，アルゼンチンアカエビは，日本

のスーパーマーケットの鮮魚コーナー等で一般的に見かける輸入冷凍エビであり，アルゼ

単位: トン 
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ンチンマツイカは，肉質がスルメイカよりもやや硬いため，多くがするめ，さきいか，塩

辛等の加工品に利用されている。 

アルゼンチンメルルーサは，タラ目メルルーサ科に属する魚で，タラとは異なる科に属

するものの，食味はよく似ているが，日本での流通量は多くない。アルゼンチンメルルー

サの漁獲量は，2006 年を境に漸減しており，2020 年代には年間約 27～31 万トンで推移し

ている。アルゼンチンアカエビは 2000 年代後半以降，漁獲量が増加しており，2020 年代

には年間約 20 万トンで推移している。また，アルゼンチンマツイカは 2000 年代後半以降，

漁獲量の増減を繰り返しながら，2020 年代には年間約 15 万トンで推移している。 

第 19 図に示されるように，イカやイワシ等は海面を遊泳する浮魚（うきうお）である。

これらは EEZ 内及び公海にまたがって主漁場を形成する魚類資源（ストラドリングストッ

ク）として，高度回遊性魚類資源とともに重要な水産資源として位置づけられている。こ

れらの資源に対しては，長期的な資源管理及び持続可能な利用の確保を目的として，関係

諸国との協定が締結されている。 

 

 

第 19 図 ストラドリングストックの模式図 

資料：Asociacíon para el Desarrollo de la Pesca Argentina (ADPA) HP から筆者作成。 

 

この海域にはフォークランド（マルビナス）諸島があり，1982 年にはアルゼンチンと英

国の間でフォークランド紛争が勃発した。その後も同諸島は英領フォークランド諸島とし

て存在しており，現在も領有権をめぐる係争地となっている。 
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アルゼンチンマツイカは，アルゼンチン EEZ 内，EEZ 接続公海及びフォークランド（マ

ルビナス）諸島周域 150 海里の暫定保護管理海域（FICZ: Falkland Islands Interim Conservation 

and Management Zone）内にまたがって主漁場を形成するストラドリングストックである。

現在，この資源は英国とアルゼンチン両国による南大西洋漁業委員会（SAFC: South Atlantic 

Fisheries Commission）に基づいて，共同管理されており，入漁隻数制限，解禁日２月１日，

再生産管理などが実施されている。 

我が国のいか釣り漁船は，2007 年以降，アルゼンチン EEZ 水域，FICZ 水域及び接続公

海での操業を行っていない。しかし，アルゼンチンマツイカの資源は世界のいか原料供給

において重要な役割を担っており，日本への影響も少なくない。 

現在，外国船籍のいか釣り漁船としては，中国，スペイン，韓国，台湾などが EEZ 外で

操業しており，公海域においては主に中国漁船による IUU（違法・無報告・無規制）漁業

の増加が懸念されている。この状況に対し，アルゼンチンの漁業関係者は政府に対応を求

めており，国際的な問題となっている。 

 

２）アルゼンチンの内水面漁業・養殖業生産量 

アルゼンチンの内水面漁業は，主にラプラタ川水系流域で展開されており，2022 年の生

産量は 1.3 万トンである。 

主な担い手は，居住地周辺で活動する個人，小グループ，または協同組合による小規模

経営体であり，一般市民，地元スーパーマーケットやレストランに直接販売するケースも

多い。また，内陸部ではパンパ及びパタゴニア両地域でレクリエーション漁業が一般的に

行われており，地域経済において重要な現金収入源となっている。ただし，小規模事業者

による内水面漁業の漁獲量を統計的に把握することは困難が伴う。 

アルゼンチンの内水面養殖業は，主にパタゴニア内陸部アンデス山脈山麓で実施されて

おり，2022 年の生産量は 0.6 万トンとなっている。内水面養殖業の生産額（第４表）及び

海面・内水面養殖業の生産量推移（第５表）を示す。 

アルゼンチンの養殖業全体の生産量のうち，約８割をニジマスが占めており，近年急速

に増加している。ニジマス養殖は，パタゴニアのネウケン州やティエラ・デル・フエゴ州

などのアンデス山脈山麓の氷河から流れ出る冷涼な融解水を活用して活発に行われている。

一方，パクーやコイは北部内陸部のラプラタ川水系パラナ川流域に位置するチャコ州，ミ

シオネス州，フォルモサ州などで養殖されている。 
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第４表 アルゼンチンの内水面養殖業の生産量及び生産額（2022 年） 

 
資料：INDEC から筆者作成。 

 

第５表 アルゼンチン養殖業の生産量（2013～2023年） 

 
資料：INDEC から筆者作成。 

 

（２）アルゼンチン水産物の輸出 

2023 年の水産物輸出額は，17 億 7,600 万ドルで，対前年比 2.6%減少した。過去 10 年間

は 20～25 億ドルの範囲で増減しており，伸びが停滞している（第 20 図）。同年の魚種別輸

出構成（第 21 図）は，甲殻類が 53%，軟体動物が 25％，魚類が 20%であり，詳細は第６

表に示す。なかでもアルゼンチンアカエビは輸出総額の５割以上を占め，アルゼンチンマ

ツイカ及びアルゼンチンメルルーサと合わせると全体の約 85%を占めている。 

主な輸出相手国の順位は，スペイン，中国，米国，イタリアの順で，日本は第５位とな

っている（第 22 図）。アルゼンチンは，主にアルゼンチンアカエビ及びアルゼンチンマツ

イカを我が国へ輸出している（第１図）。 

 

単位: トン 
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第 20 図 アルゼンチン水産物の輸出額と輸出量（2016～2023） 

資料：INDEC から筆者作成。 

 

 

第 21 図 アルゼンチン水産物の輸出額内訳 

資料：INDEC から筆者作成。 

 

第６表 アルゼンチン水産物の輸出額内訳 

 

資料：INDEC から筆者作成。 
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第 22 図 アルゼンチン水産物の輸出相手国(2023) 

資料：INDEC から筆者作成。 

 

（３）アルゼンチンの動物性たんぱく質摂取について 

世界の動物性たんぱく質の需要は年々増大しており，脱炭素の観点から，生産過程で温

室効果ガスの排出量が多い牛肉や豚肉よりも，鶏肉・魚肉の成長率が高いとされている。

世界，南米（アルゼンチンを含む）及び関連国における 2022 年の動物性たんぱく質源の割

合を第７表に示す。 

 

第７表 アルゼンチンを含む関連国の動物性たんぱく質摂取源（2022 年） 

 
資料：FAOSTAT Food Balances (2010-) から筆者作成。 

 

南米地域における肉類からの動物性たんぱく質摂取率は 64.1%と，世界平均（49.5%）を

大きく上回っており，特にアルゼンチンでは牛肉による摂取率が 26.0%と高く，地域全体

の値を押し上げている。一方，水産物からのたんぱく質摂取率は南米平均で 4.8%と世界平

均（14.4%）を大きく下回っており，アルゼンチンはチリ（5.7%）と比べても 2.6%とさら

に低い値を示している。アルゼンチンの１日当たりの動物性たんぱく質摂取量（73.9g/人/

日）を踏まえると，健康面及び脱炭素の観点から，家畜肉に偏ったたんぱく質摂取を水産
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物にシフトする必要があると考えられる。 

アルゼンチンにおける 2010～2022 年の肉類及び水産物の年間消費量推移を第８表に示

す。2023 年には，消費者物価指数（CPI）が対前年 12 月比で 200%超を記録し，過去 33 年

間で最も高い水準となった。このような景気状況を背景に，価格高騰が進んだ。牛肉の摂

取が控えられ，消費量の減少につながっている。一方で，魚介類の消費は横ばい傾向にあ

り，消費増加の兆しは見られない。 

 

第８表 アルゼンチンの肉類及び水産物の年間消費量の推移（2010～2022 年） 

 

資料：FAOSTAT Food Balances (2010-) から筆者作成。 

 

農林水産政策研究所は 2023 年に，アルゼンチンを含む 8 か国を対象とし，「食環境の違

いが食意識に及ぼす影響評価調査」を実施した。第９表は，ブエノスアイレスで実施され

た調査のうち，「１週間のうち，どの程度の頻度で肉類，魚介類，牛乳・乳製品，卵を摂取

するか」という質問に対する回答結果である。これらはいずれも動物性たんぱく質である

が，肉類及び牛乳・乳製品の摂取頻度が高く，魚介類はそれらと比べて摂取頻度が著しく

低かった。 

 

第９表 ブエノスアイレスにおける動物性たんぱく質の摂取頻度結果（2024年） 

 
資料：農林水産政策研究所プロジェクト研究「主要国における農業政策の改革の進展とそれを踏まえた中長期的な世

界食料需給に関する研究（令和 4 年度～令和 6 年度）」横断課題「持続的食料システムの構築に関する国際比較

研究」。 

単位: kg/人/年 
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アルゼンチンは，約 6,500km の海岸線と 40,000km2 の内陸水域があり，水産物も盛んに

輸出されるなど，国土の水産ポテンシャルは高い。そのポテンシャルに比べ魚介類の消費

が低い傾向は否めず，魚介類の価格が相対的に安くない背景もあるが，牛肉等を好む国民

の食習慣を一朝一夕に変えることは容易ではない。 

アルゼンチン政府（経済省農牧水産庁）も現在，魚介類消費拡大キャンペーンを実施し

ており，毎月 19 日を「魚介類消費拡大の日」と定めており，魚介類を活用したレシピ集を

作成・配布するなど，行政主導の販売促進活動により，国内消費の拡大を図っている。 

 

（４）ティエラ・デル・フエゴ州における水産業の事例 

ティエラ・デル・フエゴ州（TDF 州）は，アルゼンチン最南端に位置する州であり，フ

エゴ島東部を州域とし，本土とはマゼラン海峡によって隔てられている。州都ウシュアイ

アは世界最南端の都市であり，南極観光船の玄関口となっている。フエゴ島の西側及び南

側に広がるビーグル水道を挟んで，チリのマガジャネス州が位置している（第 16 図）。 

気候は，温帯の西岸海洋性気候と亜寒帯気候に属している。海洋からの偏西風の影響に

より，冬季の気温は緯度の割に高く，夏季でも極端な高温にはならない（気温の年較差が

小さい）。フエゴ島の西側（主にチリ側）は，アンデス山脈の南端部に当たるダーウィン山

脈によってフィヨルド状の海岸線が形成されているのに対し，東側（主にアルゼンチン側）

は比較的滑らかな海岸線となっている。 

その TDF 州では，チリと類似した自然・地理的環境を背景に，海面及び内水面での水産

養殖の振興・促進プログラムが進められている。アルゼンチン国内における水産養殖産業

は 1990 年代に始まり，2014 年には生産量が 4,028 トンに達したが，その後は減少傾向を

たどり，2020 年には 2,044 トンまで落ち込んだ。その後は回復傾向を示し，2023 年には

5,447 トンまで増加している。 

減少の背景には，国民の間に魚介類を積極的に摂取する食習慣が根付いていないこと，

経済状況の悪化などとともに，水産養殖の技術移転に伴う人材育成の困難さなどがあると

考えられる。特に海面養殖における生産量は，他の南米主要水産国と比較して低水準にと

どまっているが，今後の成長が期待される分野である。 

TDF 州では，州生産環境省水産・養殖局のもとに養殖センターを設置し，ニジマスの試

験養殖を継続してきた。その中で養殖業のさらなる成長を目指し，世界銀行が推進するプ

ロジェクト「PROBLUE」との連携を進めている。PROBLUE は，持続可能な開発目標（SDGs ）

目標 14「海の豊かさを守ろう」の実現に貢献することを目的に，「持続可能な漁業と養殖

業の管理」を主要分野のひとつとして掲げており，その取組はブルーエコノミー・アプロ

ーチに基づいて展開されている。 

ブルーエコノミー・アプローチとは，海洋生態系の健全性を維持しつつ，経済成長，生

活の質の向上，雇用創出を図るための海洋資源の持続可能な利用を意味する。アルゼンチ

ンは豊かな国土・水域を有しており，国内農業で盛んに生産される大豆から得られる植物
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性たんぱく質を，養殖業を通じて付加価値の高い動物性たんぱく質へと転換することが可

能である。このように，輸入飼料に依存しない養殖業の構築が期待されるなど，ブルーエ

コノミーの推進に適した基盤が整っている。 

この促進に向けて TDF 州政府は，研究開発への投資，小規模養殖の促進や官民連携の強

化を政策として掲げ，アルゼンチンにおける主要養殖対象魚種であるニジマス及びムール

貝等の安定的な生産定着を図っている。ただし，大規模な自動化による海面養殖は対象外

とされている。 

 

４．おわりに 

 

世界の漁業・養殖業を合わせた生産量は年々増加しており，2022 年の総生産量は 2 億

2,322 万トンに達した。このうち漁業生産量は全体の 41%（9,229 万トン），養殖業生産量は

59%（1 億 3,093 万トン）を占めている（第２図）。今後は世界的な人口の増加及び生活水

準の向上により，水産物の生産量は一層の増加が見込まれる。一方で，世界の水産資源の

38%は過剰に漁獲されており，適正な水準で維持されている資源（ただし増加の余地なし）

は 50%，資源量に余裕のある資源はわずか 12%にとどまっている（2021 年時点）。 

現在，漁業及び養殖業にはそれぞれ認証制度が設けられており，漁業関係者は SDGs 目

標 14「海の豊かさを守ろう」の達成を目指して取り組んでいる。 

・MSC 認証は，「資源の持続可能性」，「漁業が生態系に与える影響」，「漁業の管理システ

ム」の３つの原則に基づく厳格な基準を満たす漁業関係者に対して与えられる仕組みとな

っている。 

・ASC 認証は，「飼料認証」と「養殖場認証」があり，認証養殖場では，ASC 認証取得済

みの飼料使用，水質保全，抗生物質・化学物質の管理，適切な魚病対策などの原則に基づ

き審査される。 

両認証はいずれも「CoC (Chain of Custody) 認証」があり，加工，流通の段階で認証水産

物と非認証水産物が混在しないような厳格な管理体制が求められている。今後，天然水産

資源の漁獲量を大幅に増加させることは困難であることから，漁獲量を維持しつつ，養殖

によって増大する需要を賄う構図が継続すると考えられる。 

また，アクアポニックスは水産養殖と水耕栽培を組み合わせたシステムであり，養殖に

より発生する老廃物を植物の栄養源として再利用し，水産物と農産物を同時に生産するこ

とが可能である。動物性たんぱく質と野菜を同時に確保できる点から，宇宙空間や月面で

の人類の活動にも応用が期待されている。 

アルゼンチンを含む世界及び南米における漁業・養殖業の動向を通じて，水産業（漁業・

養殖業）の持つ重要性が改めて認識される。今後，動物性たんぱく質の主要な供給源とし

て，魚介類の積極的な消費が一層求められる。 
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第２章 セネガル 

―持続的な国産米の生産面の課題と消費動向の変化― 

 

丸山 優樹  

 

１．はじめに 

 

アフリカでは近年，主食としてのコメ消費が拡大している。しかしながら拡大するコメ

消費の大半が輸入によって賄われている状況にある。そのため，食料安全保障の観点から

国際市況に左右されず，価格と量の両面から安定的なコメ需給を実現するうえで，コメの

自給率向上が喫緊の課題となっている（丸山，2022；2023）。 

そこで当該諸国では，先進国の支援を受けながら国産米の増産に向けた事業を展開して

いる。特に近年では，国際協力機構（Japan International Cooperation Agency ：JICA）が主導

するセネガルでのセネガル川流域灌漑地区生産性向上プロジェクト（PAPRIZ）において，

二期作の導入が推進されている。しかし実際には，二期作の定着率は伸び悩んでおり，そ

の理由として，自家消費用のコメを生産した後は，より収益性の高い野菜作に転換する農

家の多いことが挙げられる。現地農家の生計を考えると市場ニーズに応じた作物生産を行

うことは自然な行動とみなすことができる一方で，食生活において重要な主食の生産を安

定させることも国内情勢を安定化させ持続的な経済成長を促すうえで重要な視点と言えよ

う。その打開策として，コメの二期作後に野菜作を導入した三毛作（稲作・稲作・野菜作）

といった新たな作付け体系が上記 PAPRIZ などのプロジェクトにおいて提案されつつある。 

他方，消費面に目を向けると，コメの自給率向上には，需要に見合うだけの生産体制を

構築するのみならず，ポストハーベストに関わる精米やパッケージング，輸送といった技

術を強化し，質の高い国産米の流通環境を整備することが求められている（Demont and 

Ndour，2015）。近年では，ポストハーベストに係る課題の解決に向けた取組も増えてきて

おり，丸山（2024）で言及されているように大規模精米業者が品質を保証したブランド米

の生産，流通を拡大させている。そのため，現地消費者のコメ消費が輸入米から国産米に

移行する場合も見受けられる。 

 本稿では，野菜作への転換といった生産面の課題が顕在化し，消費面ではブランド米の

国内供給が拡大しつつあるセネガルを事例とする。そして，野菜作への転換の状況につい

て紹介するとともに，新たな作付け体系の導入によるコメの自給率向上と農家の収益性改

善の実現可能性について提示し，それに向けて克服すべき課題について言及する。また，

消費面では，現地で実施した消費者へのインタビュー調査の結果に基づき，輸入米から国

産米への消費移行の状況について把握し，国産米を継続して消費する環境を整備するうえ

で必要となる要素について考察することを目的とした。 

本稿の流れは以下のとおりである。第 2 節では，カロリー供給量の観点からコメが他の

主食と比較して，どの程度重要な作物であるのかを整理する。第 3節では，生産面での課
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題である現地農家の野菜作への転換について紹介する。第 4 節では，消費面における持続

的な国産米消費に向けて求められる要素について分析を行う。第 5節では，セネガルの都

市部における消費者の食意識と食行動について調査結果から考察する。最後に第 6節では，

本稿をまとめる。 

 

２．セネガルにおける主食作物からのカロリー供給状況の推移 

 

コメの主食における重要度を把握するために，1 日における 1 人あたりのカロリー供給

量を主食作物別に整理した。第１図は，西部アフリカと東部アフリカの状況を表したもの

である。東部アフリカにおいては，トウモロコシからのカロリー供給が大部分を占めてい

るが，年々減少傾向にある。その一方で，コメが上昇傾向にあり，その重要度は徐々に増

している。そのため，西部アフリカ同様に，コメ食の簡便性や単収の高さが徐々に周知さ

れている状況を反映したものであると考える。他方，西部アフリカについては，コメから

のカロリー供給が多くを占める状況であるが，年推移を見ると横ばい傾向にある。その一

方で，近年はキャッサバからのカロリー供給が上昇傾向にあり，ソルガム，ミレット，ヤ

ムイモからのカロリー供給の減少分を補っている状況が見てとれる。 

次に，本稿の対象地域であるセネガルに焦点をあて，主食作物別の 1 日における 1 人あ

たりのカロリー供給量の年推移を第２図にまとめた。その結果，第１図に示した西部アフ

リカの状況とは異なり，コメからのカロリー供給が大部分を占め，依然として上昇傾向に

ある。また，コメに次ぐ主食作物も，キャッサバではなく，小麦となっている。西部アフ

リカは，乾燥地域から熱帯雨林地域まで多様な気候に属する国々が存在している。そして，

熱帯雨林地域に分布する国々（ガーナ，コートジボワールなど）の消費行動が考慮された

際には，同地域の食文化を反映し，キャッサバやヤムイモからのカロリー供給の重要度が

増す状況にあると考える。一方で，セネガルのようにサハラ砂漠西端に位置し，国土の多

くが乾燥地に属する場合には，主食の多様性が乏しく，唯一国内生産に注力している主食

作物であるコメが依然として重要なカロリー供給源となっている。 
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第１図 地域別での主食作物ごとのカロリー供給量の推移 

資料：FAOSTAT を用いて筆者作成。 

注（1）東部アフリカは，ブルンジ，コモロ，ジプチ，エチオピア，ケニア，マダガスカル，マラウイ，モザンビーク，

モーリシャス，ルワンダ，セーシェル，ソマリア，ウガンダ，タンザニア，ザンビア，ジンバブエ，南スーダン

の 17 か国を指す。 

 （2）西部アフリカは，ベナン，ブルキナファソ，カーボベルデ，コートジボワール，ガンビア，ガーナ，ギニア，

ギニアビサウ，リベリア，マリ，モーリタニア，ニジェール，ナイジェリア，セネガル，シエラレオネ，トーゴ

の 16 か国を指す。 

 

第２図 セネガルにおける主食作物ごとのカロリー供給量の推移 

資料：FAOSTAT を用いて筆者作成。 

 

３．生産面における課題（野菜作への転換による二期作の停滞） 

 

（１）コメの自給率向上のための取組と課題 

コメの自給率向上に向けては，多くの農業政策が国際機関や先進国などの支援のもと施

行された。特に，1992 年に日本の協力のもと，アフリカ稲センター（Africa Rice Center（旧

West Africa Rice Development Association：WARDA））によって，多収量に加え，早生特性を

兼ね備えた新品種ネリカ（New rice for Africa: NERICA）米が開発された。2008 年からは第
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4 回アフリカ開発会議（Tokyo International Conference on African Development：TICAD IV）

において JICA とアフリカ緑の革命のための同盟（Alliance for a Green Revolution in Africa: 

AGRA）が共同で立ち上げた日本主導の国際イニシアティブである「アフリカ稲作振興の

ための共同体（Coalition for Africa Rice Development：以下「CARD」）」がアフリカ 23か国

の協力のもと発足し，10 年間でコメの生産量を 1,400 万トンから 2,800 万トンに倍増させ

る目標を見事成功させた（平岡，2018）。そして，現在は，CARD フェーズ 2が発足してお

り，生産量のさらなる倍増を目指している。 

CARD フェーズ 2 の目標達成に向けて，我が国では西アフリカ地域の各国において事業

を展開している。特にセネガルでは，第３図に示すような水資源が豊富に存在する北部の

セネガル川流域(1)において，二期作の導入を促進している。同地域は，温暖な気候を活用

し，2 月から 6 月の暑乾期と 7 月から 10 月の雨期において稲作が可能である。これまで

は，水資源を容易に入手しやすい雨期が主たる稲作時期であったものの，灌漑設備が導入

されて以降は，雑草の繁茂や病害虫の発生リスクが低い，暑乾期での稲作が 2008 年頃から

主流に置き換わっていった（Busetto et al., 2019）。 

しかし，稲作に投入する肥料や農薬は輸入に依存しており，高価格であることに加え，

主食であるコメの価格高騰を回避するために，政府が市場価格の上限を定めていることか

ら，稲作によって得られる収益が少ないことが実態である。その結果，暑乾期又は雨期に

自家消費用のコメを生産した後は，市場価格がコメよりも高く，収益性の見込める野菜作

（トマトや玉ねぎなど）に転換する農家が多く，二期作が普及しない一因となっている

（Brosseau et al., 2018）（第４図）。 

 

第３図 セネガル概略図 

資料：筆者作成。 
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第４図 稲作農家の主な作付け体系 

資料：筆者作成。 

 

（２）野菜作の収益性 

現地における野菜作（作物別）と稲作に係る費用の概算をセネガル川デルタ地帯・セネ

ガル川ファレメ川流域整備開発公社（Société nationale d’Aménagement et d'Exploitation des 

Terres du Delta de Fleuve Sénégal et des Vallées du Fleuve Sénégal et de la Falémé: SAED）が算

出しており，さらに 2017 年の市場買い取り価格と単収から収益率を第１表のとおり表し

た（SAED, 2018）。その結果，ヘクタールあたりの収益額ではトウモロコシを除いた野菜 3

品目において，稲作を上回る状況が見てとれる。また，収益率の観点では，稲作が全ての

野菜作を下回る。稲作の生産費の大部分は，野菜作に比べて低いことは理解できる一方で，

単収ならびに市場買い取り価格が低いことから，収益が伸び悩む状況にある（第１表の注

釈（3）を参照）。したがって，現地農家にとってコメは換金作物という認識ではなく，自

家消費用に生産することが主な目的となっており，その一方で換金作物としての野菜作（第

５図）を取り入れることで生計を維持していることが考えられる。 

 

第５図 セネガル川流域での野菜作の様子 

資料：筆者撮影。 

暑乾季（２～６月） 雨季（７～１０月） 冷乾季（１１～１月）

体系①
（二期作）

稲作
（メインシーズン）

稲作
（サブシーズン）

休耕

体系②
（二毛作）

稲作
（メインシーズン）

休耕 野菜作
（玉ねぎ、トマト等）

体系③
（二毛作）

野菜作
（玉ねぎ、トマト、オクラ等）

稲作
（サブシーズン）

休耕

新たな作付け
体系

（三毛作）

野菜作
（玉ねぎ、トマト等）

稲作
（メインシーズン）

稲作
（サブシーズン）

体系④
（二毛作）

野菜作
（サツマイモ、オクラ等）

休耕
稲作

（メインシーズン）



第２章 セネガル―持続的な国産米の生産面の課題と消費動向の変化―（丸山） 

- 6 - 

第１表 品目別での生産費と収益の関係性 

資料：SAED（2018）を参照し，筆者作成。 

注（1）FCFA はセネガルにおける通貨単位であり，2024 年 7 月現在で 1USD≒604FCFA である。 

 （2）全ての金額は 2017 年のデータに基づく。 

 （3）売上金額は 2017 年の平均市場買い取り価格[FCFA/kg]と平均単収[kg/ha]に基づいて算出しているものであり，

コメは 7,000kg/ha，125FCFA/kg，玉ねぎは，20,000kg/ha，150FCFA/kg，トマトは，40,000kg/ha，52FCFA/kg，

サツマイモは，50,000kg/ha，115FCFA/kg，トウモロコシは，4,000kg/ha，160FCFA/kg となっている。 

 （4）収益は，売上から費用合計を差し引いた金額であり，収益率は，売上から収益を除算したものである。 

 

（３）野菜作を取り入れた新たな作付け体系の検討と課題 

現在フェーズ 3 が展開されている PAPRIZ などのプロジェクトでは，コメの自給率向上

と農家の収益性向上の両立を実現するために，コメの二期作のみに特化せず，第４図に示

すような「新たな作付け体系」を提示している。新たな作付け体系では，温暖な気候を最

大限に生かし，コメの二期作に加えて，期間が短く稲作が困難な冷乾期において野菜作を

展開する三毛作に取組むものである。これにより，コメの増産目標を維持しつつ，野菜作

によって農家の収益性を向上させることが可能となる。 

次に，三毛作を取り入れた新たな作付け体系の普及に向けての課題について考察する。

課題としては①通年での作付けスケジュールの徹底に向けた農家の栽培技術の研鑽，②生

産に係る銀行からの融資環境の整備，③ポストハーベスト技術向上の 3つが挙げられる。 

まず，①栽培技術の研鑽については，第１表の生産費をみると，トウモロコシを除く野

菜 3 品目では，人件費がコメよりも高いことがわかる。野菜作の多くは，稲作（水稲）よ

りも除草や害虫防除に係る作業が多く，労働集約的であることがうかがえる。そのため，

稲作以上に労働力を確保する必要があり，作業度合いによって収量や収益も大きく変化す

る可能性がある。また，三毛作の場合，休耕期間がなく，1 年間農地を最大限に活用する

必要があるため，1 つの作業の遅れがその後の生産スケジュールに影響する。一例である

が，冷乾期における野菜の作付けが遅れた場合，暑乾期の稲作にも遅れが生じ，収穫時期

が雨期にずれ込んでしまう可能性がある。その場合，土壌がぬかるむためにコンバインが

利用できないことや，高湿度によって圃場内で籾米が腐敗するなど品質の低下につながる。

そのため，農家は気候を熟知し，生産スケジュールの管理を徹底できる技術を有する必要

コメ（１期） 玉ねぎ トマト サツマイモ トウモロコシ

整地 90,000 85,000 81,000 85,000 63,000

種子 45,000 200,000 150,000 400,000 10,000

肥料 101,960 386,860 350,275 596,800 73,000

灌漑 146,540 146,240 121,210 198,600 102,000

人件費 150,750 490,000 370,000 455,000 72,000

その他 70,572 149,549 50,016 150,554 23,431

合計 604,822 1,457,649 1,122,501 1,885,954 343,431

875,000 3,000,000 2,080,000 5,750,000 640,000

270,178 1,542,351 957,499 3,864,046 296,569

30.9% 51.4% 46.0% 67.2% 46.3%

売上

項目

品目

費用

収益

収益率

金額[FCFA/ha]
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がある。稲作の事例ではあるが，コメの生産量が伸び悩んでいる原因として，除草作業の

欠如（Demont et al., 2009）や施肥時期の不適時性（Saito et al., 2015），灌漑設備のメンテナ

ンス不足（García-Bolaños et al. 2011）などの農家の栽培技術が低いことに起因するものも

存在する。野菜作の場合，連作障害といった課題も新たに加わることが考えられるため，

より高度な栽培技術の習得が求められ，栽培技術の研鑽が課題となるであろう。 

②銀行からの融資環境の整備については，セネガル川流域で稲作を展開する農家の大部

分が銀行からの融資を受けて稲作を行っている。同融資は，稲作支援パッケージとなって

おり，生産に係る投入費用が全て賄われている(2)。そして，収穫した籾米によって返済す

る仕組みがすでに確立されている。他方で野菜作に係る融資プログラムは存在せず，現行

において農家が野菜作を展開することは困難な状況にある。また，コメの二期作を普及さ

せる段階でも課題となったが，稲作の支援パッケージは，作期ごとに分けられており，通

年での融資を受けることができない。そのため，暑乾期作の借金を返済後に雨期作の融資

を受ける必要があるものの，申請から融資までの時間を考えると雨期作の作付けが間に合

わない状況にある。同様の問題が三毛作でも想定され，通年での融資プログラムを創設す

るなど，金融機関との調整も必要となってくる。 

最後に③ポストハーベスト技術の向上については，コメの自給率向上にあたって，生産

量を増加させることはもちろんのこと，国産米の消費も拡大させる必要がある。そこで，

丸山ら（2019）の研究では，コメの消費者ニーズをアンケート調査に基づいて評価した。

その結果，精米の均一性や米粒のサイズが揃っていること，籾や小石などの夾雑物が混在

していないといった部分がコメの購買行動に大きく影響していることが分かった。これら

の要素は，収穫後の乾燥や精米，輸送，パッケージングといったポストハーベスト技術に

起因する部分が大きい。一例であるが，第６図のように，収穫後の籾米は，路上で乾燥さ

せている場合が多く，夾雑物の混入や乾燥の不均一性などの問題が生じやすい環境となっ

ている。そのため，国産米の消費拡大には，ポストハーベスト技術の改善も求められる

（Demont, 2013）。野菜に関しては，穀物よりも鮮度が重視され，消費地へ迅速に輸送する

ことが求められる。セネガル川流域で既に展開されているトマト生産では，輸送時に果実

がつぶれてしまい，市場に出回らないことが課題となり，現在では缶詰用の生産が主流と

なっている。そのため，収穫した生鮮野菜を大消費地である首都ダカールに鮮度の低下を

最小限に抑えて届けることが最大の課題となるであろう。 
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第６図 収穫後の籾米を乾燥する様子 

資料：筆者撮影。 

 

４．消費面における国産米消費に至る要因分析 

 

（１）はじめに 

 西アフリカ諸国では，コメの自給率向上を実現するうえで，国産米の生産量の増大のみ

ならず，質的な観点から，小石や籾殻などの夾雑物が混在しない清潔なコメや，精米度合

いや米粒の粒径が均一なコメを生産する必要がある。それらを踏まえて，近年ではセネガ

ルやナイジェリアにおいて大規模精米業者が参入し，契約農家から安定的に籾米を調達す

るのみならず，生産管理を徹底することで品質面を担保した「ブランド米」の産出を実現

しているケースも見られる（Soullier et al., 2020）。そのため，両国では国産米の消費が増え

つつある。そこで，本稿では先進的な取組が進展しつつあるセネガルを対象に，輸入米か

ら国産米に消費を変化させた消費者にインタビュー調査を実施し，国産米のブランド化も

含め，いかなる要因によって消費を変化させたのかを整理することとした。 

 

（２）調査方法 

本研究では，セネガル北部の都市サン・ルイにおいて，調理を主に担当する女性3名への

インタビュー調査を2023年12月に実施した。サン・ルイは，セネガル川流域に位置する。

その利点を生かし灌漑を導入したコメ生産が盛んであり，国産米の一大生産地である（第

３図）。インタビュー調査では，生まれてから学校教育を経て，結婚や出産などを経験した

後，現在に至るまでの時間的変化の中で，生活環境やコメ消費状況，健康意識などの変化

について，詳細に聞き取る形式を採用した。しかし，思い出し法によるインタビュー調査

のため，調査当日に過去の状況を正確に思い出し回答することが難しい場合も想定される。

そこで，第７図のような年表形式で調査対象者の生活環境やコメ消費状況，健康意識など

を記載できる質問票を事前に配布し，調査当日までに記入してもらうことで，正確性の担

保を試みた。なお，1人あたりの調査時間は1時間から1時間半程度を要した。また，同調査
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は，調査協力者が回答しやすいように，現地語（ウォロフ語）で実施することが望ましく，

ウォロフ語と日本語の通訳が可能なスタッフを雇用して実施した。 

 

 

第７図 年表形式の調査票（一部抜粋） 

資料：筆者作成。 

 

（３）調査結果 

調査対象者3名の個人属性に係る特徴と輸入米から国産米に消費を切り替えた主な理由

について，第２表に示した。A氏は，サン・ルイ在住の30歳女性であり，出身地は，セネガ

ル南部のDioforである。高校卒業後に就職し，その後サン・ルイへの引っ越しを機に，研究

所のリサーチアシスタントに転職し，現在に至る。コメ消費については，幼少期は輸入米

を喫食していた。出身地近郊は換金作物である落花生の一大生産地であり，落花生ではな

く主食であるコメを生産する農家は，日々の食糧を生産するのに精一杯な「貧しい農家」

と揶揄される文化があった。その影響から，A氏の家族は国産米を食べることに抵抗があ

り，輸入米を購入する要因となっていた。しかし，サン・ルイに引っ越し，食料品店にコ

メを購入に赴いた際に，店員から国産米を勧められ，購入に至った。そして，国産米を初

めて食した結果，輸入米よりも美味しいという印象を受けた。また，複数回にわたる国産

米の調理経験から，同じ料理であっても，輸入米に比べて少量の食用油で美味しく調理で

きることを実感した。さらに，喫食後に国産米の方が輸入米より消化が速く，健康に良い

印象を受け，国産米の消費を継続するに至ったと発言があった。また，A氏の勤務先の研

究所がコメの研究に携わっていることも，国産米への関心を高めた要因であると述べてい

た。 

B氏は，サン・ルイ在住の42歳女性であり，最終学歴は中学校である。現在はアルバイト

として勤務している。また，サン・ルイに住んでいた姉夫婦からの誘いで，同都市に移住

し，同夫婦とともに3人で生活している。B氏の出身地は，首都ダカール近郊の都市Thièsで

あり，幼少期には国産米が流通しておらず，国産米が存在することも知らなかったと述べ

ていた。その後，サン・ルイに移住した際に，同居していた姉夫婦の食卓にて，初めて国

Year of Birth →
Elementary and

secondary school
→

University,

collagers,

Graduate School

→
Your marriage

year
→ Birth of first child →

Birth of second

child
→ Recently

Place of residence (County, city

etc)

Occupation

Number of people living together

(including yourself)

Who prepared your meals?

Rice consumption

(Timing of eat, Origin of rice,

broken condition, Aroma, price,

shop etc.)

Cereals  consumption excluding

rice

(Timing of eat, price, shop etc.)

Information source for health and

food

Information source for others

Events that remain in your memory

Please write freely about any episodes

that changed your awareness of food

and diets and how it changed your

awareness and behavior

Year

Event

Personal

information

Consumption

Information
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産米を用いた料理を喫食し，その美味しさを実感した。そして，国産米を繰り返し食べる

中で，消化が速くお腹に溜まらない状況を認識し，健康に良いと判断したことが現在も国

産米を消費するに至る要因であると説明があった。また，テレビのドキュメンタリー番組

で，国産米は輸入米よりも健康に良いとの報道もあり，確信に繋がったとの発言も見られ

た。 

C氏はサン・ルイ在住の34歳女性であり，専門学校を卒業後，サン・ルイにてデータサイ

エンティストとして勤務している。出身地は南部のKaolackであり，幼少期は国産米の存在

を知らなかったと発言があった。その後，父親の転職を機に，サン・ルイへ移住し，その

際にコメの調達を家族の中で担当していた父親が国産米を購入してきたことをきっかけに

国産米を喫食した。国産米の美味しさを実感はしたものの，C氏は依然として輸入米を好

んでいると述べていた。しかし，現在も父親がコメの調達を担当し，国産米を購入してい

るため，C氏も国産米を食べ続けているとのことであった。他方で，サン・ルイに移住して

以降，年々国産米の品質が向上し，輸入米に対抗できる状況に至っていることは認識して

いた。 

 

第２表 ３名へのインタビュー調査の結果一覧 

資料：筆者作成。 

 

A氏 B氏 C氏

年齢 ３０歳 ４２歳 ３４歳

出身地
Diofor

(セネガル南部)

Thiès

（首都近郊）

Kaolack

（セネガル南部）

居住地 サン・ルイ サン・ルイ サン・ルイ

最終学歴 高等学校 中学校 専門学校

現在の職業 研究所のリサーチアシスタント アルバイト データサイエンティスト

結婚の有無

（その時の年齢）
有（21歳） 無 有（26歳）

子ども（世帯）の人数 2人（7人） 0人（3人） ３人（７人）

過去に輸入米を食べて

いた理由

・国産米は夾雑物が多くまずいと言わ

れてきた。

・出身地は換金作物の産地であり、国

産米を食べていると貧しい家といわれ

る文化だった。

・国産米が生産されている事を知らな

かった（市場になかった）。

・国産米が生産されている事を知らな

かった（市場になかった）。

・周りで国産米を食べている人はいな

かった。

国産米の消費に変化し

たきっかけ

・サン・ルイに引っ越してコメを購入

に行った際に店員に国産米を勧められ

た。

・サン・ルイに引っ越して、姉夫婦と

同居した際に、国産米を始めて食べ

た。

・輸入米より美味しかった。

・サン・ルイに引っ越してから父が国

産米を買ってきた

・父が国産米の方が好きだから（Cさ

んは輸入米の方が好き）。

国産米を食べ続けてい

る理由

・実際に食べてみて、輸入米より美味

しかった。

・消化が早く、調理の時に遣う油の量

が少ない。

・研究所で国産米の研究に携わり、品

種や味の違いに興味を持ってきたた

め。

・何度も食べて、消化が早くお腹に溜

まらなく健康に良い印象があるから。

・テレビのドキュメンタリー番組で国

産米が健康に良いと言われているか

ら。

・コメの購入は父の役割になってお

り、国産米を買い続けるから。
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これらの結果を踏まえ，複線径路・等至性モデル（TEM）を援用し，第８図のように，

国産米を継続的に消費するに至る経緯を図示した。同モデルは，何らかの分岐が生じてい

る状態・経験を示す「分岐点」から研究関心事に近い経験を示す「等至点」に至るまで調

査対象者の時間的変化の中での径路を可視化する手法である（荒川ら，2012）。なお，図中

の必須通過点は，ある状況に至るうえで必ず通過する事象であり，「▽」で示したものは，

社会的方向づけを意味し，等至点への個人の行動や選択に制約的・阻害的な影響を及ぼす

力を表す。「▲」で表したものは，社会的助勢を示し，等至点へのあり様を促したり助けた

りする力を示す。その結果，3名が共通して，幼少期は文化的背景や国産米の市場流通量の

少なさによって，輸入米を喫食していた。しかし，必須通過点である生産地近郊のサン・

ルイに引っ越したことで，国産米を認知し，食味経験を経て，国産米の美味しさや品質の

高さを理解している。そのため，国産米の存在を認知した際に，従来どおり輸入米の消費

を続けることも可能であったが，国産米の喫食を試みた結果，その後の国産米の継続的な

消費に至っており，国産米の認知が分岐点となっていることが分かる。そして，国産米の

喫食経験を通して，美味しさと品質の高さを実感している。そのため，ブランド化といっ

た品質向上に寄与する取組は，喫食意欲や嗜好を向上させるうえで一定の効果があったと

理解できる。さらに，複数回にわたる喫食経験から，消化の良さや食用油の使用量が抑え

られるといった健康面での効果を実感し，輸入米から国産米に消費を切り替えるに至るこ

とが把握された。そのため，継続的な国産米消費を実現するうえでは，品質の向上だけで

なく，喫食を通して実感できる健康面での効果といった要素も求められることが明らかと

なった。 

他方で，C氏のように，国産米の美味しさや品質の高さを認識している一方で，健康面で

の優位性を実感していない場合には，父親が国産米を購入する習慣が維持されている状況

下においては，国産米を継続的に消費する。しかし，一人暮らしを始めるといった環境の

変化が生じた場合，父親には逆らえないといった社会的方向づけがなくなり，自身が好む

輸入米を購入したいといった社会的助勢が働くことで，輸入米の消費に戻る可能性が高い。 

 

第８図 インタビュー調査に基づく TEM 図 

資料：筆者作成。 
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５．セネガル都市部における食意識と食行動について 

 

西アフリカ地域では，コメ食の増大は，経済発展に伴う都市化の進展が影響していると

いわれており，特に食の簡便化志向がその要因であると報告されている。その一方で，都

市部ではコメ食文化の普及と食の欧米化や近代化によって肥満や生活習慣病に陥る消費者

が増加していることも指摘されている。本節では，セネガルの首都ダカールで実施した消

費者調査に基づき，当該消費者の一般的な食意識や食行動について整理を進め，簡便化志

向や生活習慣病リスクなどについて確認することを試みた。 

 

（１）調査・分析方法 

2024年 3月にセネガルの首都ダカールにおいて 20歳から 69歳までの男女を対象に調査

を実施した。なお，調査対象者は，ダカールの各地区からランダムに抽出され，対象者の

家庭を訪問し，調査票を用いた対面式での調査で計 200名から回答を得た。 

調査項目については，調査対象者の社会属性として，体重，身長，居住地区（都市の中

心部，郊外），年齢，性別，教育年数，世帯月収（手取り），毎月の世帯食費（外食も含む。

アルコール飲料の消費も含む），職業，家族構成人数（同居），未就学児童の人数（同居），

高齢者（65歳以上，同居）の人数を質問した。また，食品全般に対する食意識については，

Lusk and Briggeman（2009）が開発したFood Valuesという指標を踏襲した。同指標は，第３

表に示すように全11属性から構成されており，消費者の購買要因を網羅的に考慮したもの

である。本調査では，表明選好法の一種であるベスト・ワースト・スケーリング（BWS）

を用いて，同指標に基づく食意識の定量的評価を試みた。具体的には，11属性中，5属性を

選択肢として回答者に提示し，「あなたが食品を購入・飲食する際に『最も重視する項目

(Best)』と『最も軽視する項目(Worst)』をそれぞれひとつずつ選択してください」と質問し，

回答を得た。調査では，5属性の組み合わせを変えて，質問と回答を繰り返し，合計11通り

を調査した。これによって，11属性に対する各消費者の相対的な重要度が把握できるとい

った手法になっている。設問設計・分析では，統計分析ソフトRのパッケージ（「support.BWS」

「gmnl」）を使用した。分析には，集計アプローチを提供した。同アプローチでは（1）式

で得られた個人のBWスコア（𝐵𝑊𝑛𝑖）をもとに，-1から1の範囲で同スコアを表現した個人

の標準化BWスコア（𝑠𝑡𝑑. 𝐵𝑊𝑖）を（2）式から算出した。 

𝐵𝑊𝑛𝑖 = 𝐵𝑛𝑖 − 𝑊𝑛𝑖 (1) 

𝑠𝑡𝑑. 𝐵𝑊𝑛𝑖 =  
𝐵𝑊𝑛𝑖

𝑓𝑖
 (2) 

なお𝐵𝑊𝑛𝑖は，回答者 nが項目 i を「最も重視すること」に選択した回数（𝐵𝑛𝑖）と「最も

重視していないこと」に選択した回数（𝑊𝑛𝑖）の差分を示し，𝑓𝑖は項目 i の全設問内での出

現回数を示す。 

最後に，食行動については，多様性得点指標を用いて実際の食品摂取を捉えることで把

握を試みた。同指標は，12 個の食品群（穀物（コメや小麦，雑穀など），いも類，野菜類，
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果物，豆類，肉類，魚介類，卵，牛乳・乳製品，飲料（酒類を含む），調味料・油，スナッ

ク・お菓子）に対して，摂取頻度を 8 件法（一週間の中で「毎日」から「全く食べない」

までの選択肢）で質問した。本得点は，各食品群が 7 点満点で評価され 12 食品群全てに

おいて，計 84 点満点で点数化されるものであり，点数が高いほど多様な食品を摂取して

いると評価できる。 

 

第３表 Food Valuesの属性一覧 

資料：Lusk and Briggeman（2009）に基づき筆者作成。 

 

（２）調査結果 

調査によって得られた 200名の消費者の特徴について第４表にまとめた。ランダムサン

プリングに基づく対面調査のため，当該国の人口構成比を反映したものとなっていない。

United Nations Department of Economic and Social Affairs(3)によると，同国の 2022 年時点での

性別による人口比は，男性が 49.8%，女性が 50.2 となっている，また，年齢別での人口構

成比は，20 歳代の若者が 20.6%，30-49 歳の中年者が 50.8%，50 歳以上の高齢者が 28.6%

となっている。そのため，性別による人口構成比は類似した状況である一方，年齢別の人

口構成比については，高齢者の回答比率が多くなっている状況にある。他方，世帯月間食

費については，直接的な比較が困難であるが，United Nations Department of Economic and 

Social Affairs によると，セネガルの 1人あたりの月間 GNI（2023 年）は約 386 米ドル（約

62,000 円）である。本調査において，月間での世帯食費が 2.5 万円以上である消費者が 70%

程度存在する状況を踏まえると，1人あたりの月間 GNI の約 40%を食費に費やしているこ

とになる。同状況は現実的ではなく，同 GNI を大幅に上回る所得を得ている高所得者層が

調査対象者になっていることが考えられる。 

体重と身長の関係から算出される，ヒトの肥満度を表す体格指数（BMI）については，

世界保健機構（WHO）の定義では 30 以上が肥満体型とされており，その割合については，

9%に留まっている。そのため，健康にも配慮した食生活を送る消費者が調査に回答してい

ると示唆される。 

属性 定義
1 ナチュラル 食品が近代的な技術に頼らずに生産されている程度
2 食味 その食品を食べることがどの程度五感に訴えるものであるか
3 価格 食品に対して支払われる金額
4 安全性 食品を摂取しても病気にならない程度
5 利便性 食品の調理や消費のしやすさ
6 栄養 食品に含まれる脂肪、タンパク質、ビタミンなどの量と種類
7 伝統性 伝統的な消費パターンの維持に寄与する度合い
8 原産地 農産物の生産地
9 公平性 食品の生産に関わるすべての関係者が等しく利益を得る度合い
10 外観 食品が魅力的に見える程度
11 環境影響 食品が環境に与える影響
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Food Values による食意識の評価については結果を第９図に示した。その結果，食味以上

に安全性，栄養，ナチュラルといった属性が重要視されていた。そのため，消費者が健康

の観点から栄養や安全性といった要素に着目し，食料品を購入していることが考えられる。

そのため，都市部において顕在化する肥満や生活習慣病のリスク上昇を認識し，健康に配

慮した食意識を有していることが示唆された。 

また，ナチュラルが重要視される一方で，環境影響が比較的軽視される属性となってい

ることを踏まえると，第３表におけるナチュラルの定義である「近代的な技術に頼らず生

産」という内容は，環境に配慮した生産といった観点ではなく，安全性を高める要素とし

て消費者に認識された可能性がある。 

他方，実際の食品摂取については，多様性得点指標の集計結果を第 10 図に示した。ま

た，比較対象として，同様の調査を実施した東部アフリカのケニア(4)の結果についても併

記している。その結果，穀物，野菜類，魚介類ではケニアよりも頻繁に摂取している状況

にあり，国民食であるチェブジェンといった魚の炊き込みご飯に含まれる食品群が該当す

る。そのため，コメ料理に大きく偏った食品摂取構造になっている可能性が示唆される。

他方で，果物，豆類，肉類については，ケニアに比べて摂取頻度が低い。乾燥地に属する

セネガルでは，当該食品群の多くが輸入に依存するため，価格が高く，量の観点からも入

手が困難な場合もある。 

以上を踏まえると，セネガルでは，都市部における健康面での課題を消費者が認識して

おり，それを踏まえた食意識が定着している可能性がある。その一方で，実際の食品摂取

においては，穀物（特にコメ），野菜類，魚介類に大きく偏った状況が確認されており，そ

れ以外の食品群についても摂取する食環境が健康面を考えると望ましい。 

 

第４表 調査対象者の個人属性に関する記述統計 

資料：筆者作成。 

件数 割合 件数 割合

年齢 若者（20歳代） 32 16.0% 80 37.2%

中年者（30-49歳） 71 35.5% 97 45.1%

高齢者（50歳以上） 97 48.5% 38 17.7%

性別 男性 101 50.5% 112 52.1%

女性 99 49.5% 103 47.9%

世帯月間消費 低い(2.5万円未満) 56 28.0% 145 67.4%

高い(2.5万円以上) 144 72.0% 70 32.6%

BMI 30以上（肥満) 18 9.0% 44 20.5%

平均 標準偏差 平均 標準偏差

10.2 7.77 4.24 1.57

利用店舗数 2.56 1.50 5.32 2.69

移動時間 18.4 18.9 23.1 18.3

野菜・果物 3.72 1.20 4.77 0.58

UPF 3.34 1.20 3.79 1.12

有機野菜 2.02 1.35 4.10 1.08

食料消費 多様性得点※ 5.44 1.64 4.00 1.97

※週6日以上摂取した食品群を1点として集計。最大12点

受容可能性
（5段階評価）

属性

物理的アクセス

世帯構成人数

セネガル ケニア

サンプルサイズ 200 215
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第９図 食意識に関する分析結果 

資料：筆者作成。 

 

第 10 図 多様性得点指標に関する分析結果 

資料：筆者作成。 

 

６．おわりに 

 

本稿では，西部アフリカに属するセネガルを対象に主食であるコメの自給率向上を念頭

に，生産面で課題となっている，コメの二期作が定着しない点について紹介するとともに，

消費面における国産米の継続的な消費を促すうえで必要となる要素について現地調査に基

づき分析を行った。 

まず，セネガルのように乾燥地域に属する国々では，主食作物の多様性が乏しい。その

ため，これまでの大規模な支援や政策実施によって生産基盤が整備されたコメが主食とし

ての重要な地位を占めていることがカロリー供給量の観点からも明らかとなった。その一
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方で，政府の農業政策とは裏腹に，現地の稲作農家の多くは，収益性の観点から稲作より

も野菜作を好む傾向が指摘されている。その打開策として近年では，我が国の農業支援に

関連する事業において，コメの増産だけでなく農家の収益性についても改善すべく，三毛

作といった新たな作付け体系が提案されている。しかし，同体系の普及においては，①通

年での作付けスケジュールの徹底に向けた農家の栽培技術の研鑽，②生産に係る銀行から

の融資環境の整備，③ポストハーベスト技術向上といった課題も存在している。そのため，

農家向けのワークショップを開催し，丁寧な技術指導に取組むことが求められる。また，

導入にあたっては，コメの増産を損なわずに農家の収益性が向上することを明確に示す必

要があり，小規模な実証実験を繰り返し，その結果を政府や金融機関ならびに現地農家に

対して周知し，理解者を増やしていく活動も必要となる。 

農家の収益性を改善するために，市場ニーズに応じた農産物を生産する取組は，JICA が

ケニアを拠点として実施している「市場志向型農業振興（SHEP）」にも類似するものであ

る。同事業は，2017 年からセネガルでも展開されており，現在はフェーズ２に移行し，対

象範囲も同国全土に拡大している（岩田ら，2023）。現状では，コメは同事業の対象外とな

っているものの，今後は稲作も考慮した事業へと進展し，新たな作付け体系の発展に寄与

することが期待される。そして長期的な視点を持ちながら徐々に同体系を定着させていく

ことで，ポストハーベスト技術の整備にも繋がっていくと考える。 

他方，消費面においては，近年の国産米のブランド化によって高品質なコメが市場に流

通しつつある状況を反映し，消費者の多くが輸入米から国産米に消費をシフトしている。

実際に，インタビュー調査からも高品質かつ美味しい国産米を認知したことが喫食経験に

繋がっている状況は把握された。しかしながら，継続的な国産米消費を実現するうえでは，

品質の向上だけでなく，喫食を通して実感できる健康面の効果といった部分も重要である

ことが明らかとなった。そのため，国産米を活用したヘルシー料理の開発，宣伝なども，

国産米のブランド化と並行して実施していくことが効果的であると考える。また，消費者

の多くが健康面に着目した食意識を有していることが把握された。しかし，実際の食品摂

取では，コメを主体とした料理に偏っている状況にあり，意識と実際の行動には乖離が生

じている。そのため，栄養学的な視点での理想的な食品摂取についての情報発信など，健

康が実感できる科学的根拠に基づいた食環境の強化を政府として推進することが求められ

る。 

 

注（1）セネガル川下流のサン・ルイから中流部のポドルにかけて国産米の生産が盛んに行われている。 

（2）稲作に係る銀行融資は，実際には金銭取引を介さず，肥料や農薬の支給といった現物が供給される仕組みとな

っている。 

（3）United Nations Department of Economic and Social Affairs: https://unstats.un.org/UNSDWebsite/（2025 年 2 月 20 日閲

覧） 

（4）ケニアでの調査は 2024 年 1 月に実施され，248 名から回答を収集し，そのうち有効回答数は 215 名であった。

なお，全回答の 80%は首都ナイロビが占め，その他は同国全域から収集している。また，調査は調査会社が保

有するモニターを対象にウェブ調査票にて回答を収集している。 
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第３章 ガーナ 

―食料需給と食料の安全保障の動向に関して― 

 

小倉 達也  

 

１．はじめに 

 

ガーナ共和国（以下「ガーナ」）は，アフリカ大陸の西部に位置する国家であり，周辺国

として西部にコートジボワール，北部にブルキナファソ，東部にトーゴと国境が接してい

る。南部にはギニア湾が面しており，南北に長い土地を有する国家である。国土面積は

238,500km2 と日本の約 3 分の 2 であり，そのうち農業用地は約 126,000 km2 であり土地全

体の約半数を占めている。人口は 2023 年に約 3,400 万人と日本の約 4 分の 1 を有してお

り，人口密度は平方キロメートルあたり約 143 人となる。したがって，サブサハラ・アフ

リカの中においては，相対的に人口密度が高い国であると言える。特に人口に関しては，

独立を達成した 1950 年代から堅調に増加の傾向を示しており，長らく農村部人口が多か

ったが，2008 年を境に都市人口が農村部人口を逆転しており，急速に都市化が進行してき

ている。したがって，農業はそのような増加する都市人口にいかにして食料を配布するこ

とができるかという意味で重要性を持っている。国内総生産（GDP）においても，農業は

全体の約 20％を占めており，国家経済においていまだ大きなウェイトを占めている。 

植生は，マングローブ林帯・沿岸サバンナ帯・熱帯雨林帯・湿潤半落葉樹林帯・湿潤サ

バンナ帯・乾燥サバンナ帯の 6 つに大きく分かれ，エリアによって盛んな栽培作物は異な

ってくる。特に，湿潤サバンナ帯は，国土面積の 2 分の 1 以上を占めており，ガーナにお

ける農産物生産の重要な地域である。また，湿潤半落葉樹林帯ではカカオ豆の生産が盛ん

であり，カカオ豆はガーナの重要な外貨獲得手段としてほとんどが海外へ輸出されている。

日本にも多くが輸出されており関係性が深いものである。カカオ豆以外では，金や石油な

どの鉱物資源や天然資源が主な輸出品目として挙げられる。 

本稿では，主要食料に焦点を当てて，主要食料の需給動向と食料の安全保障度合につい

て検証する。以下，2 節では食料供給と食料需要の動向について簡潔に整理する。3 節で

は，食料安全保障度合に関して概観を行う。4 節でまとめを行う。 
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２．食料需給の動向 

 

（１）食料供給の動向 

本項は，主要食料の生産及び供給の傾向を概観する。ガーナにおいては，トウモロコシ

やソルガム・ミレットなどの雑穀に加えて米が主要な穀物として消費されている。トウモ

ロコシはバンクーやケンケといった発酵させた練餅のような形状に調理され食べられる。

ソルガムやミレットなどの雑穀は，同じく餅の様に練り上げて TZ（ティーゼット）という

食事に調理され食されている。バンクー・ケンケ・TZ などは，トマトやオクラなどのシチ

ューにつけて食されている。米は日本の様に白米で食べるよりもジョロフライスやフライ

ドライスといった炊き込みご飯にして食べられることが多い。またワチェといった豆ご飯

にして主に朝食に食べられることもあるが，ワチェは日本の赤飯とよく似ている料理であ

る。穀物以外にも，イモ類が主食としてよく食べられている。代表的なイモ類はヤム芋・

キャッサバ・食用バナナ（１）などである。ヤム芋は，ジャガイモのフライドポテトの様に

揚げてフライドヤムにして食べられることもあるが，主食としては，餅の様に練り上げた

フフという食事に調理されて食べられることが多い。キャッサバは前述のバンクーやフフ

の調理の際に使われることが多い。食用バナナも，フフに使用されることが多い。それ以

外には，小麦もパンの形で主に朝食において食されている。麺類は，ワチェなどの付け合

わせでパスタが供給されることがあるが，それ以外では主要な食事としては消費されてい

ない。 

以上，ガーナにおける主要な食事について概観したが，それらはどれくらいの割合で国

内生産によって供給されているのだろう。第１図は主要な穀物の生産面積を示したもので

ある。まず，小麦に関しては国内で生産が行われていない。したがって，ガーナ国内の小

麦の消費は全て輸入により賄われている。次に，ソルガム・ミレットなどの雑穀の生産面

積は 1960 年代から現在にかけてほぼ横ばいで推移している。1961 年にはそれぞれ

150,000ha と 120,000ha の生産面積であるが，2023 年には 310,000ha と 165,011ha である。

ソルガムの面積は約 2 倍になっているがミレットの面積はほぼ横ばいである。トウモロコ

シを見てみると，主要穀物の中では一番生産面積が広い作物である。1961 年には 237,000ha

であったが，その後毎年順調に作付面積を増加させており，2023 年には 1,300,000ha と約

5.5 倍もの拡大を誇っている。最後に米の栽培面積であるが，米は長らく主要な穀物の中で

一番生産面積の狭い作物であり，生産面積が横ばいであったが，2009 年ごろから拡大の兆

しを見せており，2021 年にソルガムの作付面積を超えて 2023 年には 370,000ha の栽培面

積を記録している。1961 年には 27,518ha しか栽培されておらず，約 13 倍も栽培面積を拡

大させてきた。 
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第１図 主要穀物の生産面積 

資料：FAOSTAT 

 

第２図は，主要穀物の生産量を示したものである。ソルガム・ミレットなどの雑穀は生

産面積と同様生産量もほぼ横ばいである。トウモロコシは，作付面積の拡大と並行して生

産量も増加の傾向を示している。1993 年には 960,900 トンの生産量であったが，2023 年に

は 3,619,000 トンと 30 年間で約 4 倍の生産量の増大を記録している。米の生産量に関して

はやはり長らく横ばいで推移していたが，2008 年ごろより急拡大の兆しを見せており，

2008 年の 301,920 トンから 2023 年の 1,463,000 トンへと 15 年間で約 5 倍の拡大を記録し

ている。生産量の拡大は作付面積の拡大によって引き起こされるものもあるが，栽培面積

当たりの生産量の増大も食糧増産に向けて重要な要素である。 

 

 

第２図 主要穀物の生産量 

資料：FAOSTAT 
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第３図は，主要穀物の ha あたりの生産量（単収）を示したものである。ソルガム・ミレ

ットなどの雑穀は，1961 年には約 700 ㎏であったが，2023 年には約 1,400 ㎏と長い年月を

かけてであるが単収を 2 倍に伸ばしてきた。一方，トウモロコシは 1961 年の約 950 ㎏か

ら 2023 年の約 2,800 ㎏へと約 3 倍の単収の増加を記録している。したがって，トウモロコ

シの生産量の増大は単収の増加にも影響されていると言える。最後に米であるが，1961 年

の約 1,100 ㎏から 2023 年には約 4,000 ㎏へと単収を伸ばしており，約 4 倍の単収増加を記

録している。増加率も大きいものであるが，単収の大きさを見ても米は一番高い収量を示

している。このことは，米が一単位当たりの生産で養える人口が多いことを示しており，

食料安全保障上重要な作物であることを示唆している。また，単収の増加の原因としては，

改良品種・化学肥料の普及と適切な栽培技術の導入が進んだことによると思われる。 

 

 

第３図 主要穀物の単収 

資料：FAOSTAT 
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ここまで主要穀物の供給に関して概観してきたが，主要なイモ類の供給はどうだろうか。 

第４図は主要なイモ類の作付面積を示したものである。1960 年代にはキャッサバ・ヤム芋・

食用バナナの作付面積はそれほど差異がなく横ばいであったが，1980 年代頃からキャッサ

バの作付面積が急拡大している。1980 年の 230,000ha から 2023 年の 1,056,216ha へと約 4.5

倍も作付面積を拡大させている。ヤム芋と食用バナナに関しては，2000 年代以降作付面積

を伸ばしており，それぞれ 2000 年の 261,000ha と 244,400ha から 2023 年の 565,597ha と

404,077ha と約 2 倍と 1.6 倍の作付面積の拡大を記録している。 

 

 

第４図 主要イモ類の生産面積 

資料：FAOSTAT 
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第５図は主要なイモ類の生産量を示したものである。やはり生産面積の拡大に平行して

それぞれの作物が生産量を拡大させている。キャッサバは，1980 年の 1,857,600 トンから

2023 年の 26,520,780 トンと約 14 倍もの生産量拡大を記録している。ヤム芋と食用バナナ

に関しては，1980年の 650,000トンと734,000トンから 2023年の 1,0510,580トンと 4,440,322

トンと約 16 倍と 6 倍の生産量増大を記録している。 

 

 

第５図 主要イモ類の生産量 

資料：FAOSTAT 
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第６図は主要イモ類の ha あたりの生産量を示したものである。主要穀物と比較して際

立つ点は，ha あたりの生産量が非常に多いことである。1980 年には，キャッサバ・ヤム芋・

食用バナナがそれぞれ約 8,000 ㎏・5,800 ㎏・6,000 ㎏であったが，2023 年にはそれぞれ約

25,000kg・19,000kg・11,000kg と主要穀物と比べて単収が非常に大きい。1960 年代からの

単収の増加率に関しては，約 2 倍から 3.3 倍と米の単収の増加に比較すると増加率は劣る

ものとなっている。 

以上，主要穀物とイモ類の国内供給の動向を概観した。両者をまとめると，トウモロコ

シとキャッサバが食料供給において大きな役割を果たしていることが分かる。また，米の

生産が重要になってきていることが示唆される。 

 

 

第６図 主要イモ類の単収 

資料：FAOSTAT 

  

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

1
9
6

1

1
9
6

3

1
9
6

5

1
9
6

7

1
9
6

9

1
9
7

1

1
9
7

3

1
9
7

5

1
9
7

7

1
9
7

9

1
9
8

1

1
9
8

3

1
9
8

5

1
9
8

7

1
9
8

9

1
9
9

1

1
9
9

3

1
9
9

5

1
9
9

7

1
9
9

9

2
0
0

1

2
0
0

3

2
0
0

5

2
0
0

7

2
0
0

9

2
0
1

1

2
0
1

3

2
0
1

5

2
0
1

7

2
0
1

9

2
0
2

1

2
0
2

3

単
位
：

k
g
/h

a

キャッサバ ヤム芋 食用バナナ



第３章 ガーナ―食料需給と食料の安全保障の動向に関して―（小倉） 

8 

 

（２）食料需要の動向 

本項では，主要食料の需要及び消費の傾向を概観する。前節では，主要な食料の供給動

向を概観したが，消費の傾向はどうなっているであろうか。 

第７図は，主要穀物の 1 人当たりの年間消費量を示したものである。まず，ソルガム・

ミレットなどの雑穀類に関しては，50 年以上にわたり消費量はほぼ横ばいである。また，

年間消費量に関しても，2022 年に約 8 ㎏と 4 ㎏を記録するなど，全体の消費に占める割合

はあまり高くない。次に消費量が多い作物が小麦である。小麦の消費も長年横ばいが続い

ていたが，2000 年代以降徐々に消費量を増加させており，1960 年代の約 10 ㎏から 2020 年

代の約 20 ㎏と約 2 倍の消費量の増加を記録している。トウモロコシに関しても小麦と同

様の動きを見せている。1961 年には約 12kg の消費量であったが，2022 年には約 25 ㎏と

約 2 倍の消費量の増大を記録している。一番消費量の変化が大きかった穀物が米である。

米の消費は，長らく 10 ㎏以下が続いていたが，1990 年代ごろから増加の傾向を見せてお

り，2023 年には約 60 ㎏の消費量を示すなど約 6 倍の消費量の増加を記録している。穀物

としては長らくトウモロコシが一番大きなウェイトを占めていたが，2010 年代以降米が穀

物としては一番大きい消費量を示す穀物となっている。 

 

 

第７図 主要穀物の一人当たり年間消費量 

資料：FAOSTAT 
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第８図は同様に，主要穀物の年間総消費量を示すものである。ソルガム・ミレットなど

の雑穀はやはり横ばいの消費量を示している。次に多い消費量を示すのが小麦であり，1961

年の 82,000 トンから 2023 年の 910,000 トンと約 11 倍の消費量の増大を記録している。小

麦に続き米が，2000 年代以降急速に消費量を拡大していることを示しているが，1961 年に

は 51,000 トンであった消費量が，2024 年には 1,750,000 トンと約 34 倍もの増加量を記録

している。最後にトウモロコシであるが，トウモロコシは一番重要な穀物として，1960 年

代から他の穀物を凌駕する消費量を記録していた。1961 年には 231,000 トンの消費量を示

しているが，2024 年には 3,300,000 トンの消費量であり，約 14 倍の増加量を記録してい

る。 

 

 

第８図 主要穀物の年間総消費量 

資料：United States Department of Agriculture (USDA) 
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以上，主要穀物の需要傾向を概観したが，どれほどの量が国内生産で自給されているの

だろうか。第９図は主要穀物の年間総輸入量を示したものである。まず，ソルガム・ミレ

ットなどの雑穀はほとんど輸入をしていない。したがって，雑穀類に関しては国内で自給

が達成していると言える。次にトウモロコシだが，年度によっては輸入量が上下するが，

消費量と比較して輸入量は相対的に少ないものとなっている。一方で，米と小麦に関して

は輸入量が大幅に増加する傾向にある。米は 1960 年に 30,000 トンの輸入量だったのが，

2024 年には 950,000 トンを記録するなど約 32 倍の増加率を示している。小麦は 1960 年に

82,000 トンの輸入量だったのが，2024 年には 980,000 トンを記録しており約 12 倍の増加

率を示している。 

 

 

第９図 主要穀物の年間総輸入量 

資料：USDA 
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第 10 図が輸入依存度の試算を示したものである。ミレットは全く輸入に依存しておら

ず 0％である。ソルガムも同様に 0％の年度が多いが，年によっては 1％～10％の依存度を

示している。トウモロコシは，輸入依存度を 20％ほど記録した年もあるが，近年は安定し

ており 2％～7％ほどで推移している。一方で，米と小麦は輸入依存度がかなりの高さで推

移している。米は 40％ほどに落ちる年もあるが，基本的には約 60％の高い水準を記録して

いる。小麦は，基本的に 100％輸入に依存しているが，年によっては，消費量を超える輸

入をしており 100％を超える年もある。米に関しては国内生産が順調に拡大しているにも

関わらず高い輸入依存度を示しており，更なる国産米生産振興が求められると言える。 

 

 

第 10図 主要穀物の輸入依存度 

資料：USDA 
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第 11 図は主要イモ類の一人当たり年間消費量を示したものである。全体的に穀物と比

べると消費量がかなり大きくなっている。1961 年の時点でも，キャッサバが 110kg，ヤム

芋が 136kg，食用バナナが 78kg を記録するなど穀物の約 10 倍もの消費量を示している。

一方で，過去 60 年間における消費の度合に関してはあまり変化が大きくない。2022 年時

点で比較すると，キャッサバが 2.1 倍，ヤム芋が 1.1 倍，食用バナナが 1.7 倍と消費量の変

化に関してはほぼ横ばいである。いずれにせよ，穀物と比較してイモ類は消費量において

大きなウェイトを示しており，食料供需給を考えるうえで重要な作物であると言える。 

 

 

第 11図 主要イモ類の一人当たり年間消費量 

資料：FAOSTAT 
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以上主要な穀物とイモ類の需要動向を概観したが，重要なタンパク質源である食肉の消

費に関してはどのような傾向を示すであろうか。第 12 図は主要な肉類の一人当たり年間

消費量を示したものである。まず，山羊・羊肉に関しては，ガーナにおいては主要な肉と

して食されている。しかし，消費量に関してはあまり大きなウェイトを占めていない。1961

年には約 1kg の消費量を示しており，消費量に関してはあまり大きいとは言えない。2022

年にも 1.9 ㎏の消費量になっており約 2 倍の横ばいの消費量の増加にとどまっている。豚

肉の消費に関しても同様な傾向を示している。1961 年には約 1.1 ㎏の消費量を示しており，

2022 年にも約 1.3kg の消費にとどまっておりほとんど横ばいの成長率である。特に北部地

域においてはイスラム教徒の人々の割合が高く，豚肉はガーナにおいては主要な肉類とし

ては食されていないと言える。牛肉は，1961 年には約 4.3kg の消費を記録しており，他の

肉と比べると消費量が大きい食肉であった。しかし，過去 60 年間で消費量を落としてお

り，2022 年には約 1.5kg の消費量を記録するなど，10 分の 3 程度の消費量になっている。

最後に鶏肉に関しては，1961 年には約 0.8 ㎏の消費にとどまっており，昔は主要な肉料理

ではなかった。しかし，2000 年代以降急速な伸び率を示しており，2022 年には約 10 ㎏の

消費量を示すなど，約 12 倍もの消費量の増大を記録している。鶏肉の消費量増大の背景は

不明だが，主要な動物性たんぱく質摂取源として重要な位置を示していることは間違いが

ない。 

 

 

第 12図 肉類の一人当たり年間消費量 

資料：FAOSTAT 
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以上，主要食料の国内需要の動向を概観した。内容をまとめると，イモ類，特にキャッ

サバが食料消費の上で重要であること，米が主食としての重要な位置を占め始めているこ

と，肉消費として鶏肉が近年重要になりつつあることなどが明らかになった。一方で，米

に関しては輸入依存度が 50％を超えており，国産米生産振興が重要であることも示唆され

た。 

 

３．食料安全保障の動向  

 

本節では，食料安全保障の指標の動向に関して概観を行う。食料安全保障が達成されて

いる状況とは，「すべての人々が，いかなる時にも，活動的で健康的な生活に必要な食生活

上の必要性と嗜好を満たすために，十分で安全かつ栄養ある食料を，物理的，社会的及び

経済的にも入手可能である」状況と定義される（FAO, 2006）。この定義を達成するための

4 つの要素としては，供給面（food availability），アクセス面（food access），利用面（utilization），

安定面（stability）が提唱されている。 

供給面は，適切な品質の食料が十分な量供給されているかどうかを示す。アクセス面は，

栄養のある食料を入手するために，合法的・政治的・経済的・社会的な権利を保持するか

どうかを示す。利用面は，安全で栄養価の高い食料を摂取できるかどうかを示す。そして，

安定面は，いつ何時でも適切な食料を入手できる安定性があるかどうかを示す。供給面は

2 節の食料供給度合の点から検討されたが，その他の面は別の食料安全保障度合の様々な

指標によって検討されうる。 
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第 13 図は，栄養失調に罹っている人（2）の割合と人数を示したものである。2001 年には

約 15％を占める人が栄養失調に陥っていたが，過去 20 年でそのような人の割合は下降傾

向にあり，2022 年には約 6％を記録しており，5 分の 2 の割合に減少してきている。しか

し，割合は低下したとはいえ絶対数で見ると栄養失調に陥っている人々の数はまだガーナ

では多いと言える。栄養失調に罹っている人の人数を見てみると，2001 年には 300 万人も

の人が栄養失調に陥っていた。2000 年代はその数が下降傾向にあったが，2010 年代再び上

昇傾向にあり 2010 年代後半から再び下降傾向にあるなど栄養失調に陥っている人の数は

安定していない。2022 年にも 210 万人もの人がまだ栄養失調に陥っており，食料安全保障

が達成できていない人々が多いことを示している。 

 

 

 

第 13図 栄養不足人口と比率 

資料：FAOSTAT 
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より直接食料不安度を計測したものが第 14 図で示された，食料不安を抱えている人（3）

の割合と人数である。食料不安を抱えている人の割合は過去約 10 年間でおおよそ 40％ほ

どを記録している。これは，人口の約半数の人が食料不安を抱えているということを示し

ており，食料安全保障が十分に達成されていないことが示唆される。人数を見てみるとお

およそ横ばいであるが 2022 年には 1,420 万人もの人々が食料不安を抱えていると記録さ

れている。さらに，人数で見ると食料不安を抱えている人の数は近年増加傾向にあると示

唆される。 

 

 

 

第 14図 食料不安を抱えている人の割合と人数 

資料：FAOSTAT 
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 食料の安全な利用を考えるうえで，清潔な水を十分に確保できることも重要である。第

15 図は安全な水へのアクセスがある人（4）の割合を示したものである。2000 年には 65％を

記録するなど，多くの人がまだ健全な水を利用できない環境で生活していたことが示唆さ

れる。しかし，指標は年々改善傾向にあり，2022 年には 88％の人が安全な水へのアクセス

を獲得している。 

 

 

第 15図 安全な水へアクセスできる人の割合 

資料：FAOSTAT 
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 最後に，人々の肥満率に関して検討する。第 16 図は成人の肥満度合い（5）を示したもの

である。2000 年には約６％の肥満率を示していたが，肥満率は年々増加傾向にあり，2022

年には約 13％の数値を記録するなど過去 20 年間で成人の肥満の割合は 2 倍に増加してい

る。栄養失調に陥っている人々が多い現状の一方で，肥満に陥る人々が増加傾向にあるこ

とは大きな問題である。特に，発展途上国においては肥満が裕福な象徴であることもあり，

経済成長と所得向上に伴い肥満度が高くなっていると推察される。 

 

 

第 16図 成人の肥満割合 

資料：FAOSTAT 
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成人が肥満度合いを高める一方で，子供の肥満度合いはどうであろうか。第 17 図は 5 歳

未満児の肥満度合いを示したものである。成人に比べて肥満度合いは相対的に高くはない。

2000 年には約４％を記録していたが，その後おおよそ横ばいで推移しており，2022 年には

約 2％を記録しており，大局的には 5 歳未満児の肥満度合いは減少傾向にあると言える。 

 

 

第 17図 ５歳未満の肥満児の割合 

資料：FAOSTAT 

 

 以上，様々な指標から食料不安度合の検討を行った。総合的に見て，食料の安全保障が

達成されていない人々の割合は比較的高いと思われる。主要食料の生産量や消費量は増加

の傾向を示しているが，そのような供給可能性の増大だけではなく，アクセス面や利用面

といった供給の質の面の増加が今後求められるであろう。 

 

４．おわりに 

 

以上，ガーナにおける食料需給と食料の安全保障度合に関して検討してきた。検討内容

をまとめると以下の通りになる。 

第１に，イモ類の需給における重要性が非常に高いことである。イモ類は単位当たりの

生産性が主要な穀物と比較してかなり高く，特にキャッサバは主食であるフフやバンクー

に使用されるなど消費の面で重要な位置を占めている。 

第 2 に，米の主食における重要性が高まっていることである。消費量・生産量・輸入量

共に過去 20 年で大幅な増加を示しており，イモ類に次ぐ重要な主食の位置を占め始めて

いる。米食の増加の要因は諸説あるが，特に重要な要因は調理が簡便なために都市化に伴

って都市部での消費が拡大していることが挙げられる。今後都市人口はますます増加する

一方であり，それに伴って米食の割合もさらに増加していくことが予想される。また，都
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市部の住民は品質が高いとされる輸入米を好んで消費していることから単純に国産米の生

産量を増やすだけでは食料の安全保障は達成されない。国産米を振興していくためには，

国産米の品質の改善も今後求められてくると予想される。実際に，北部タマレ地域におい

て近年民間業者による大規模精米所が建設され，品質の高い国産米であるブランド米が生

産され市場に供給され始めている。輸入米と国産米の代替関係が今後どうなっていくかは

今後の課題であろう。 

第 3 に，食料安全保障度の達成度の低さが特徴として挙げられる。確かに栄養失調に陥

っている人々の割合は減少傾向にあるが，人口の増加と相まって絶対数はいまだ高い水準

にあり，アクセス面で問題をはらんでいると言える。また，一方で過栄養による肥満度合

いの比率が高まっていることも今後の課題である。つまり，利用面での質の改善が食料安

全保障上必要とされていると言える。更に，食料不安を抱える人々の数が増加傾向にある

ことは，アクセス面・利用面含めて食の質を達成できていない可能性を示唆しており，今

後は食の量的供給だけでなく，品質面の向上も求められてきていると言える。 

 

注（１）厳密には，食用バナナはイモ類ではないが，主要なイモ類であるキャッサバ・ヤム芋と同様に加工調理され

て主食として用いられるため，ここではイモ類に含めて議論する。 

（２）栄養失調に罹っている人とは，活動的で健康的な生活を営むために要求されるエネルギーが充分でないほ

どのカロリー消費を示す人々であると定義される。 

（３）食料不安を抱えている人とは，8 つの質問の回答により構成される Food Insecurity Experience Scale (FIES)に

よって計測された，年間を通じて金銭や他の手段の欠如によって食事の質を低くしたり通常食べる食事の量

を減らさなければいけなかったりする状況にある成人が少なくとも１人以上いる家計に属する人々であると

定義される。 

（４）安全な水へのアクセスがある人とは，改良水源（外部による汚染から保護された水源）を基にした飲料水

を飲める人々であると定義される。 

（５）肥満度合いとは，BMI(Body Mass Index：体重/身長 2)が 30 以上の人々の割合と定義される。 
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